グローバル資本主義の新たな展開と中国中部地区崛起政策 by 宮嵜 晃臣

























































黒字によって補填されている。2000 年から 2003 年にかけては資本収支の黒字は経常赤字を上
回っており、米国の大幅な輸入超過は資本収支の黒字、海外資本の流入によって可能となって
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トカード・ローンの与信枠は 08 年 10 月の 3.36 兆ドルから 09 年 3 月には 2.97 兆ドルに大幅に
－ 93 － 
縮小している（内閣府[2009]17、30～31 頁）。サブプライムショック、リーマンショックを機に
米主導のグローバル資本主義の蓄積は逆回転し、アメリカでは信用収縮から消費市場の収縮へ
と負の連鎖が生じたのである。海外民間資金は 2008 年第１四半期の 1486 億ドルの流入超過か
ら第 2 四半期には 2967 億ドルの流出超過に転じ、米国内信用収縮から消費の縮小をもたらし、
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表-1 アメリカ政府、FRB 等による金融・経済危機対応 
1．FOMC によるゼロ金利政策（2007/08/17～2008/12/16） 
FF レートの 10 次引き下げ（5.25％→0－0.25％）、 
公定歩合の 11 次引き下げ（6.25％→0.50％） 
2．FRB による金融機関への流動性供給 
１）Term Auction Facility;TAF (2007/12/12～2010/03） 
ターム物入札ファシリティー(全 12 連銀実施) 
預金取扱機関の資金繰り支援、ディスカウント・ウインドウ適格担保証券に適応 








4)ABCP MMF Liquidity Facility：AMLF(2008/09/19～2010/02) 
ＡＢＣＰＭＭＦ流動性ファシリティ(ボストン連銀実施) 
預金取扱機関による MMF 保有の ABCP 買取資金にノンリコースロンを提供し、MMF 市場、ABCP 市場の
流動性支援。融資上限なし。 
5)Term Asset-backed Securities Loan Facility;TALF(2008/11/25～2010/06) 
ターム物 ABS 融資ファシリティ（NY 連銀実施） 
プライマリ・ディーラー経由で ABS(オートローン、学生ローン、クレジットローンを担保とする）の保有者に対
し、ABS を担保とする期間 3 年のノンリコース・ローンの供与し、消費者、中小企業の流動性を支援。総額 1
兆ドル。 
3. FRB による特定資産の買取り 
１）CP Funding Facirity;CPFF（ 2008/10/07 ～2010/02） 
CP ファンディング･ファシリティ(NY 連銀実施) 
ライマリディーラー経由でＣＰの発行者からＣＰをＦＲＢ の連結対象のＬＬＣが買取り、CP 市場の流動性支
援。米財務省が NY 連銀に 500 億ドルの特別預金を拠出。 
2)Money Market Invester Funding Facility;MMIFF(2008/10/21～2009/10) 
短期金融市場参加者から相対的にタームが長い金融機関の預金証書等を買取り、MMF を含む短期金融
市場の流動性支援。総額 6000 億ドル。 





4)Quantity Easing 2;QE2 量的緩和第２段（2010/11/03～2011/06） 
期間中 6000 億ドルの中長期国債の購入。 
１．ファニーメイ、フレディーマックにコンサベータシップを適用（2008/09/07) 
連邦管理局の管理下に。 





10 万ドルから 25 万ドルへ。 
５．緊急経済安定化法に基づき不良資産救済プログラム（Trouble Assets Relief Program;TARP)が策定され、銀行
に資本注入（2008/10/03)、財務省の支払い期限が 2010/10/03 まで延長。 




































































れ2 を優に超え、リスクの高い MBS 等の購入にまで踏み切っている。｢信用緩和｣たる所以であ






する SIV が ABCP を資金調達の手段にしていたことから、パリバショック以来 ABCP の発行額
は激減する。さらに CP、ABCP 市場の縮小はその市場で運用を図ってきた MMF の元本割れを
もたらし、これら短期金融市場の流動性危機を回避すべく FRB は AMLF、CPFF、MMIFF、TALF
を出動させ、これらは CP、ABCP、MMF、ABS 市場へ資金を供給するものとなった。ここで留
意すべきは AMLF、TALF は ABCP、ABS を担保とするノンリコース・ローンの提供であるのに







いえよう。図-３で明らかなように、FRB の資産はリーマンショック時には 8,666 億ドルの水準
にあったが、2008 年 12 月には倍以上の２兆 2000 億ドルを超える急激な増加を示している。そ







勢いで FRB の資産を膨張させている。クリーブランド連銀の HP 上で確認すると、2010 年 12
月 1 日現在で FRB の資産総額は 2 兆 2928 億ドルで、その内訳は伝統的な証券所有が 4376 億ド
ル、長期証券の買取りが 4593 億ドル(20％)、金融機関への融資が 1301 億ドル、主要な信用市
場への流動性供給が 929 億ドル、エージェンシーMBS 買取りが 1 億 1730 億ドル（51.2％）となっ
ている。FRB がひとえに民間リスクを引き受けてこうした資産膨張に至った。しかし、リスク
性資産が総資産の 7 割を超えるというのはやはり異常な事態と考えなければならない。さらに






図-３ FRB の総資産残高（100 万ドル） 





下し、各種ローン市場が収縮していることは上述した。さらに銀行の貸出残高は 2008 年 10 月
の7.3兆ドル超から2010年には6.4兆ドルを下回るまでに減少が続いている（内閣府［2010b］）。




いる。FDIC によればリーマンショック後金融機関の破綻件数は 2008 年が 14 件、2009 年が 140
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のである。ここにもリーマンショック後のグローバル資本主義の逆回転が即明できる。しかし
政府の判断は早かった。2008 年 11 月 9 日に政府がいち早く総額 4 兆元の「内需促進・経済成
長のための 10 大措置」を発表し、内需主導型の成長を推し進めた。その内訳は図-５に示され

































され、翌 79 年には部沿海開放戦略が実施され、1980 年 8 月に深圳経済特区の条約が採択され、
























いた。自動車については 1600cc 以下の自動車の購置税（取得税）が減税された。当初は 09 年
1 月 20 日から同年いっぱいまでで、10％から 5％に減税された。この減税は 2010 年まで延長さ
れ、ただ減税率は引き下げられ、7.5％に再設定された。次いで、09 年 3 月に導入された「汽
車下郷」である。これも期間を 1 年延長し、2010 年末まで実施された。農民が小型トラック、
－ 100 － 
軽トラックを購入もしくは買換えする場合、また 1600 ㏄以下の小型自動車を購入する際に販売
額の 10％を補助するものである。さらに 09 年 6 月に「以旧換新」が導入された。これは都市
部での買替えに対して補助金を支給するもので、当初締め切りが 10 年 5 月末に設定されていた
が、10 年末まで期間が延長され、補助額の上限を引き上げた。同じく 09 年 6 月に低燃費小型
自動車購入補助金制度も導入され、購入に際し 3000 元を支給するもので、現在も実施されてい
る。16 社の 30 種 71 型式が認定された。これら補助金制度に促進され、2009 年の自動車販売は
前年比 426 万台増の 1364 万台を計上した。同年の日本の自動車販売台数が 461 万だったので、
この年の増加分は日本の販売台数に匹敵している。なお、乗用車の販売台数は 1033.13 万台で、
うち 1600 ㏄以下の乗用車は 719.55 万台で、69.6％を占め、前年比 71.3％増の売行きを示した。
購置税（取得税）減税、「汽車下郷」、低燃費小型自動車購入補助金の政策効果が大きかったと
いえる。 





えに 10％の補助金が支給される。これも期間が 2011 年末まで延長された。また省エネ家電購
入補助金が５都市で試験的に導入されている。これら補助金の効果も大きく、2010 予算では政







2010 年 10 月 15～18 日に中国共産党第 17 期中央委員会第 5 回全体会議が開催され、そこで
2011 年から 15 年までの「第 12 次 5 カ年規画」の骨子が決定された。5 つの目標が設定され、




























年間可処分所得 5,000ドル以上 35,000ドル未満の中間層はアジアにおいて 2000年の 2.2億人(う








比 32.4％増の 1806 万 1900 台で、米国の 1.56 倍になった。うち乗用車は 33.2％増の 1375 万 7800
－ 102 － 
台で、その 7 割弱が 1600cc 以下の小型車で、叙上の各種補助金制度が奏功したといえる。生産
台数は 32.4％増の 1826 万 4700 台であった。日産自動車は 2010 年の中国での新車販売台数が
当初 2012 年目標であった 100 万台を前倒しで達成し、前年比 35.5％増の 102 万 3600 台の売り






ムは根強く、中国汽車工業協会は 2011 年の成長を 10～15％と見込んでいるという（日本経済















年第 1 次産業の対省内 GDP は全国平均 10.6％に対して中部地区平均は 13.7％で、安徽省は
14.9％、江西省は 14.5％と高い（矢吹晋［2010］付表 14）。また農民所得の低さから農民工と
して流動する人口も安徽省は多く、2009 年には約 600 万人を数え、1000 万人を優に超える河南
省、800 万人弱の四川省に次ぐ第 3 位に位置している。第 4 位には湖南省の 600 万人弱、第 6





































１．に関しては中部 6 省の食糧供給全国シェアは 2009 年で 31.3％（矢吹晋[2010]253 頁）で、
中国の食糧供給基地になっている。しかしながら農村住民一人当たりの純収入は軒並み全国平
均を下回っている6。中部地区青書編集委員［2010］では中部農業の顕著な矛盾と問題点として











見られるように、湖北省、安徽省を除く 4 省の上位 5 位産業はそのほとんどがエネルギー、素
材産業である。湖北省には自動車産業の集積が、安徽省には電機産業、自動車産業の集積が形
成されており、上位 5 位にこれら産業が顔を覗かせている。しかし両省もエネルギー、素材産
















表-２ 2007 年中部 6省 上位 5位産業及びその比率 
  順位 比重 業種  順位 比重 業種 
1 10.1 非金属鉱物製品業 1 13.9 交通運輸設備製造業 
2 8.1 石炭採掘選別業 2 12.2 電力、熱力生産供給業 
3 7.6 電力、熱力生産供給業 3 8.2 黒色金属鍛錬圧延業 
4 7.5 黒色金属鍛錬圧延業 4 6.7 化学原料及び化学製品製造業 












  45.9 上位５位合計 
  順位 比重 業種  順位 比重 業種 
1 9.7 タバコ製品業 1 35.8 石炭採掘選別業 
2 8.8 非鉄金属鍛錬圧延業 2 18.2 黒色金属鍛錬圧延業 
3 8.6 化学原料及び化学製品製造業 3 11.1 石油加工煉焦及び核燃料加工業 
4 8.5 黒色金属鍛錬圧延業 4 10.1 電力、熱力生産供給業 












  80.5 上位５位合計 
  順位 比重 業種  順位 比重 業種 
1 10.2 黒色金属鍛錬圧延業 1 17.0 非鉄金属鍛錬圧延業 
2 9.5 電気機械及び器材製造業 2 7.6 電力、熱力生産供給業 
3 8.7 石炭採掘選別業 3 7.1 化学原料及び化学製品製造業 
4 8.1 電力、熱力生産供給業 4 6.9 非金属鉱物製品業 












  45.3 上位５位合計 
資料：中部地区青書編集委員［2010］、49 頁 





















                                                      
1 シティが抱える 3060 億ドルの不良資産で損失が生じた場合にはその大半を政府が埋め合わせることを
保証し、200 億ドルの資本注入を追加で実施する。2008 年 11 月 23 日に決定され、実際 200 億ドルは 12 月
31 日に注入。 
2 FRB の「信用緩和」の異常性に慮らなければならないところ、逆に日銀も非伝統的な金融政策に舵を切っ
てしまった。2010 年 10 月５日開いた金融政策決定会合で初めて上場投資信託（ＥＴＦ）や不動産投資信託
（ＲＥＩＴ）も購入することを決定してしまったのである。白川総裁は「中央銀行として異例の措置」と
強調し、その決定については日銀の政策総動員による「包括緩和」と位置付けたというが（日本経済新聞、
2010 年 10 月 6日付朝刊）。 
3 日本からの主要国別輸出で 2008 年 9 月の水準に戻っているのは唯一対中輸出で、それも 2010 年 10 月
になって初めて回復できたのである。ただし、対中輸出で気がかりな点がある。対中一般機械輸出は 2010







地区発展報告』(総論)の紹介の注 20（本誌 117 頁）を参照されたい。 
5 矢吹晋［2010］によれば、「1997～2007 年に労働分配率が 13 ポイント激減した」（275 頁）。その下での 
－ 107 － 
 
中国の成長を矢吹は「春闘なき高度成長」と表現している。 
6 矢吹晋［2010］によれば、2009 年農村住民一人当たりの純収入全国平均は 5153 元のところ、江西省が
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